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1.　課題と方法
　（1）　課題
　生産者が容器等の廃棄物の回収費用を節約する方法としてデポジット制度が存在する。
この制度は、環境にも優しい経済手法として認知されている。しかし、実際に国内ではデ
ポジット制度は普及しているとは言い難い。そこで、本研究では、いかなる廃棄物の回収
にデポジット制度が有効に機能するか、また、制度はいかにデザインされることが望まし
いかについて、明らかにする。
　（2）　方法
　投棄されると負の外部性を発生する廃棄物を含む経済モデルについて、社会的最適性の
条件を導くとともに、デポジット制度が、分権的経済においてその最適解を実現するため
の条件を導く。
2.　デポジット制度について1）
　（1）　デポジット・リファンド制度の概要
　①デポジット・リファンド制度とは
　デポジット制度とは、購入時に製品本来の価格に一定額を預り金（デポジット）として
上乗せして販売し、製品の使用後に使用済み製品を所定の場所に返却すれば、購入時に徴
収した預り金の全部もしくは一部を返却者に払い戻し（リファンド）するという制度であ
る（以下特に断ることがなければ「デポジット・リファンド制度」を「デポジット制度」
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と記す）。この制度は、経済的インセンティブを付与する回収促進手法として、諸外国に
おいて採用されている。デポジット制度は、飲料容器への適用事例が多いが、その他にも
様々な財にデポジット制度が適用されている。
　②デポジット制度のメリット
　（ⅰ）　社会厚生の最大化
　国立環境研究所の調査（2003）によれば、多くの研究において、デポジット額とリファ
ンド額を適切に設定することで、社会厚生を最大化できることが、理論的に静学研究にお
いても動学研究においても示されている。
　（ⅱ）　効果的な監視システム
　デポジット制度は、経済的インセンティブによって、使用済みの財の排出者に、使用済
みの財を適切な場所に返却するよう促すため、未返却者の行動を監視する必要が少なく、
効果的な監視システムであり、環境被害の監視や捕捉が難しい場合に有効であるとされて
いる。
　（ⅲ）　環境に対する望ましい効果
効果として次の 3点がある。
●　回収率の上昇：デポジット制度を導入した財の回収率が上昇する
●　 リサイクルの増加、資源の節約、リユースの促進：使用済みの財を比較的均質にき
れいに回収することができるため、リサイクルされる量が増えることも期待できる
と考えられる
●　廃棄物、埋め立て、不法投棄の減少
　③デポジット制度の課題
　（ⅰ）　回収、保管および処理に伴う小売業者等の負担
　デポジット制度を導入すると、回収した使用済み製品を保管して処理する新たなルート
を確保する必要が生じる。そしてそれらを保管するスペースを確保する必要が生じ、その
費用は特に都市部で深刻である。空の容器を保管する場所をとられることにより、入手可
能な商品数が減少することも考えられる。
　（ⅱ）　預り金の徴収と払い戻しに係る仕組みの構築
　預り金の徴収や払い戻しをおこなうシステムの構築も必要になる。預り金を購入時に支
払っていること、および、使用済み製品を適切な場所に返却すればリファンドを受け取る
ことができることを、その製品の購入主体に知らせる必要もある。そして、デポジット額
およびリファンド額をいくらに設定するかについて決める必要がある。
　（ⅲ）　制度対象財の需要の減少
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　デポジット制度が導入されると、預り金が製品価格に上乗せされることから、消費者が
購入時に直面する価格が上昇し、その製品の売り上げが減少する懸念がある。この点につ
いて、いくつかの理論研究と実証研究を見ることができ、いずれの研究においても、デポ
ジット制度は製品需要に負の影響を及ぼすことが指摘されている2）。
　（iv）　 デポジット制度未導入地域からの対象品の流入および未導入地域への販売量の流
出
　デポジット制度においては、制度を導入していない地域において購入された対象財で、
使用済みのものに対してもリファンドを支給すると、リファンドを得るために、他地域か
ら使用済みの対象財を持ち込む行動を誘発する懸念がある（この懸念の大きさは、リファ
ンド額の大きさに依存していると考えられる）。この結果、デポジット制度を導入してい
る地域の回収に伴う負担が増え、リファンドの財源が不足する可能性がある。この問題の
解決策としてデポジット対象商品にシールを貼り、対象商品を識別可能にする方法があ
る。なお、制度未導入地域から流入した使用済みの対象財に対して、リファンドを払う仕
組みがないと、そのような財の不適正処理を防ぐことができないという問題もある。そし
て、制度未導入地域で購入すると預り金を払わなくて済むことから、制度を導入している
地域の需要が減少する懸念もある。
3.　先行研究3）
　ここではこれまでにデポジット制度について行われた経済理論分析を紹介する。
　まず大沼（2006）のデポジット制度導入による経済効果を示したモデル（以後 Aモデル
と呼ぶ）について見てみる。このモデルでは、ある容器にデポジット制度が導入された場
合の効用関数と予算制約式を定義し、最適なデポジット額とリファンド額を求めている。
その際、消費者のデポジット財の返却にかかる手間を考慮している。
　次に沼田（2004）のモデル（以後 Bモデルと呼ぶ）についてである。この研究では供給
側（メーカー、卸、小売含む）がデポジット制度に反対する理由として
　（a）回収に伴う費用の拡大
　（b）販売時にデポジット分だけ価格が上乗せされることに伴う売り上げの減少
　（c）容器システムを整備する費用が大きい
を挙げ、このような抵抗を緩和する方策について検討している。
　Bモデルでは Aモデルとほぼ同様な条件で代表的消費者の効用関数を作成し、消費者
のデポジット財の返却にかかる手間も考慮している。さらにデポジットを受け取る商品供
給側の利潤関数を定義し、供給者側のリサイクルに要するコストを組み込んでいる。これ
らの供給者の利潤関数を定義しているところが Bモデルの特徴である。
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　最後に藤岡（1998）のモデル（以下 Cモデル）について紹介する。Cモデルは代表的消
費者の効用最大化を考えるだけでなく、缶容器市場（リサイクル産業）の利潤最大化を考
慮しているところが特徴的である。一方で A、Bモデルでは効用関数に含まれていた消費
者が財を返却する際の不効用（面倒さ）は考慮されていない。A、B、Cモデルの特徴と
違いを表にすると以下の表 1のようになる。
表 1　各モデルの比較
モデル名 モデルの目的 特徴（他モデルにはない点）
Aモデル 社会的最適性の実現 消費者の返却にかかる手間（★）を考
慮
Bモデル デポジット制度による製品需
要の減少を分析
★を考慮
供給者側のリサイクルコストを明示
Cモデル デポジット制度による製品需
要の減少を分析
★は考慮されていない
リサイクル産業の利潤を独立に計算
本研究のモデル 社会的最適性の実現 上記すべての特徴を考慮
出所：大沼（2006）、沼田（2004）、藤岡（1998）より作成
　今回の研究方法は、社会的最適を達成させるための条件を導くことなので、Aモデルを
基調としつつ全てのモデルの特徴を取り入れることにする。しかし、ここで一つ問題が存
在する。各モデルによって消費者の返却にかかる手間（★）の扱いが異なることである。
そこで★をどのように扱うべきかデポジット制度の事例を通して考えることにする。
4.　事例分析4）
　（1）　大阪府リサイクル社会推進会議のアンケート調査
　大阪府リサイクル社会推進会議は、危険性・有害性の高いゴミが、回収・処分の過程で
被害をもたらしているとともに、環境汚染や人的・物的被害発生防止のための対策費用が
市町村の大きな負担になっているとして、危険性・有害性の高い廃棄物の減量化・適正処
理及びリサイクル推進に資する方策として、デポジット制度の適用可能性に関する調査を
行った。調査は、必ずしもデポジット制度一般についてではなく、危険性・有害性の高い
ゴミを回収するための調査であるため、調査内容や結果に偏りのある可能性もあるが、デ
ポジット制度の一般的な性質を示す部分もあり、参考にすべき点があると考えられる。
　①調査の概要
　調査と調査結果の概要は次のようなものである。
　（ⅰ）　調査方法
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　各市民団体経由で総数 1500の調査票が配布された。回収数は 1037、回収率は約 69％で
ある。調査では、返却場所までの距離を三種類に分類（歩いて 5分、自転車などで 15分、
バスや車で 30分）し、距離別の三種類の調査票を作成し均等に配布した。
　（ⅱ）　調査協力者の分布と特徴
　回答者全体の 8割以上が女性であり、年代別では 40歳以上の回答が全体の 9割近くを
占め、また、50、60歳代が半数以上を占める。世帯人数は 2～4人が全体の 3/4である。
回答者は、普段から環境問題について意識している人が多い。回答者のおもな買い物場所
はスーパー、家電量販店、ホームセンターである。
　（ⅲ）調査項目
　調査項目は多岐にわたるが、ここでは希望払戻金額がいかなる要因によって影響を受け
るかについて注目する。（ⅰ）に示した返却場所までの三種類の距離だけ離れた場所へア
ンケートの対象財を返却する場合にどの程度の払い戻しを希望するかについて尋ねた質問
に対する回答を取り上げる。
　②アンケートの結果
　次ページの図 1は、卓上カセットコンロ用ガスボンベについて、そのアンケート結果に
基づいて希望払戻平均金額（環境意識を反映している）、返却場所までの距離と、返却希
望者の割合を見たものである。返却場所までの距離が近いほど、希望する払戻金額が低く
なる傾向は見られることがわかる。実際に 15分程度と 30分程度の平均値、また、5分程
度と 30分程度の平均値の間には有意水準 1％で有意差があった。一方、5分程度と 15分
程度の平均値の間には有意水準 5％での有意差はなかった。
　小形二次電池について、以上と同形式の分析を行ったものが、図 2である。小形二次電
池についても返却場所までの距離が近いほど、環境に関する意識が高いほど、希望する払
戻金額は低くなる傾向はある程度見られるが、卓上カセットコンロ用ガスボンベほど顕著
な結果とはならなかった。また、それぞれの平均値の間の差は有意水準 5％で統計的に有
意でなかった。
　図 3は、蛍光灯についての結果である。蛍光灯についてもまた、返却場所までの距離が
近いほど、環境に対する意識が高いほど、希望する払戻金額は低くなる傾向はある程度見
られることがわかる。ただし、小型二次電池と同様に顕著な結果とはなっていない。さら
に、それぞれの平均値の間の差も有意水準 5％で棄却された。
　③返却場所までの距離と希望する払戻金額
　通常、返却場所までの距離が遠ければ遠いほど、希望する払戻金額は高くなると想定さ
れる。大阪府の調査でも卓上カセットコンロ用ガスボンベではそのような傾向が表れてい
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図 1　返却場所までの距離と卓上カセットコンロ用ガスボンベの希望払戻金額
出所：大阪府リサイクル社会推進会議（2003）より作成
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図 2　返却場所までの距離と小型二次電池の希望払戻金額
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出所：大阪府リサイクル社会推進会議（2003）より修整
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図 3　返却場所までの距離と蛍光灯の希望払戻金額
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出所：大阪府リサイクル社会推進会議（2003）より修整
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た。しかし、小型二次電池や蛍光管では顕著な傾向は表れなかった。これは、希望する払
戻金額の算定に、0円でも返却する人の回答割合が、返却場所までの距離が遠くなっても
高い割合で含まれていることが影響しており、調査協力者がゴミ問題等に対する意識の比
較的高い人々であったことによると考えられる。また、返却場所への距離が遠くなった場
合には、いくらであっても返却しない人の割合が 30分以上の距離では増えていて、この
回答が平均金額の算定に組み込まれていないことも影響していると思われる。
　④小括
　以上のように、今回の分析では、返却場所への距離と希望払戻金額の相関関係は明確に
は把握できなかったが、これらの相関関係は運搬の容易さ等、財の特質によって異なると
考えられる。また、払戻金額に関わらず、返却しない人数が返却場所への距離が増えるに
つれ増加することから次のようなことがわかる。
　消費者の観点から指定された返却場所へ返却するかどうかは返却場所へのアクセスの良
さに関係する。つまり、返却がもたらす不効用ないしはコストが存在する。このコストは
多くの店舗が回収に協力することで軽減され、したがって返却率が上昇することが予想さ
れる。
　しかし、この調査は実際にデポジット制度が導入されている地域でのアンケート調査で
はないことに注意が必要である。そこで次に実際にデポジット制度を実施した八丈町での
調査を分析する。
　（2）　八丈町の事例分析
　①八丈町のデポジット制度
　本項では 1998年 9月 1日から 2003年 8月 31日まで試験的に行われた八丈島における
デポジット事業について記述する。
　1998年当時、八丈町は「21世紀のクリーンエネルギーのモデル島を目指して」をスロ
ーガンに、地熱発電・風力発電に力を入れ始めた。それに合わせて「クリーンアイラン
ド」を合言葉に空き缶等散乱防止への取り組みを始め、デポジット制度が試行的に導入さ
れた。導入期間は 1998年 9月 1日から 2003年 8月 31日までである。
　まず、八丈町におけるデポジット制度の仕組みを説明する。この制度では事業参加店舗
で販売される缶飲料がデポジットとして 10円を上乗せして販売され、空き缶回収時にリ
ファンドとして 10円が返還された。缶が制度の対象となっているか否かはシールによっ
て区別され、島内に設置された 10台の空き缶回収機にはシールのバーコードを読み取る
センサーがつけられた。缶飲料を扱う小売店はこの制度に任意で参加できる。参加する場
合、小売店は「販売のみ」、「回収のみ」、「販売回収双方」のいずれかを選択する。この制
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度の下で八丈町での缶容器の累計回収率を図 4に示す。
　②八丈町消費者への意識調査
　図 4のように高い回収率を達成した八丈町の住民に、デポジットのかかった飲料を購入
するかどうかを 393人に聞いたところ、108人（28％）が「いつもデポジットのかかった
飲料を購入している」、245人（62％）が「時々デポジットのかかった飲料を購入してい
る」、40人（10％）が「デポジットのかかった飲料は購入しない」と回答した。さらに、
「いつもデポジットのかかった飲料を購入している」「時々デポジットのかかった飲料を購
入している」と回答した対象者のうち 350人にデポジット飲料を購入する理由を聞いた。
その結果 58人（16.6％）が「デポジットに参加したいから」、256人（73.1％）が「行き
つけの店で実施しているから」と回答した。残り 36人（10.3％）はその他の回答をして
いる。このアンケートの結果より、消費者にとっては自分に便利な店舗でデポジット制度
を実施していることが参加への一番の条件になることがわかる。
　③参加店舗数の推移
　高い累計回収率の一方で、デポジット制度への参加店舗数は、全島のおよそ 6割程度に
とどまった。また、空き缶の数にしてみると全島消費の 4割程度しかデポジットの対象と
ならなかった。その原因は、比較的規模の大きい小売店が参加しなかったためである。八
丈町では、全店舗が参加する前にデポジット制度を終了させた。なぜ、全店舗が参加する
出所：八丈町資料により作成
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図 4　対象空き缶累計回収率（1998 年 9月～2003 年 1月）
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まで制度を続けなかったのかについては、後に見るように本研究のモデル分析の結果から
説明することが可能である。
　④小括
　以上の八丈町の事例において、注目すべき点は、消費者の視点からデポジット対象商品
を購入するかは、行きつけの店がデポジット制度を実施しているかどうかに最も左右され
るということである。つまり、デポジット制度参加店舗を増やせば増やすほど消費者はデ
ポジット制度に参加しやすくなる。消費者にとって最も便利なのは、すべての販売店舗が
デポジット制度に参加しているケースである。この状況は、販売店舗にとっても都合のよ
いものである。すなわち、販売店舗の視点から考えれば、全店舗参加によって、デポジッ
ト制度に参加していることを識別するために発生するコスト（八丈町の例でいえばシール
貼り）がなくなることを意味する。これらのことからデポジット制度において参加店舗数
が重要な要素であると判断し、次節のモデル作成に取り入れることとする。
5.　モデル分析5）
　（1）　モデルの作成
　第 3節でみた先行研究の特徴を考慮して、ここでは消費者、供給者、リサイクル産業の
効用および生産関数を含めた社会的厚生を求めるモデルを作成する。第 4節で示したよう
に、使用済み製品の返却のコストは、現実に消費者行動を決める重要な要因である。そこ
で、A、Bモデルと同様、ここでも消費者の行動は返却コストに影響されることを考慮す
る。さらに、返却コストはデポジット制度に参加する協力店舗の数に依存すると考えて、
参加店舗数が消費者や販売店舗の行動に影響を与える可能性をモデルに取り入れる。すな
わち、モデルの要素としてデポジット制度の参加店舗数を含め、それが多くなれば消費者
の製品返却のコストは軽減されること、一方、店舗側は制度参加にあたり一定のコストを
支払わねばならないことを想定する。
　ある地域で飲料容器に対してデポジット制度を導入する場合を考える。デポジット制度
の対象となっている容器をデポジット財と定義する。地域全体のデポジット財の販売店舗
数は N、デポジット制度参加店舗数は aとする。またデポジット制度参加店舗はデポジ
ット財の販売と容器の回収を必ず行うものとする。
　0＜a＜Nのとき、つまりデポジット制度に参加する店舗が 100％ではない場合、参加店
舗で販売された飲料水とそうでない飲料水を区別する必要がある。そこで八丈町のように
シールを貼るなどのコストが発生する。このコストを考慮して、代表的個人の効用関数に
よって表現される社会全体の効用最大化問題を次のように表わす。
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max
z, x, y, a
z＋u（x）－w（y, a）－d（x－y）
s.t. 1 px＋z－（py1－a－
y1＋r
1＋r
）＋fax, a∈（0, N）
　ただし
　z：合成財（ニュメレール財）
　x：デポジット財
　y：容器の返却量
　a：デポジット制度に協力している店舗の数
　w（y, a）：消費者が財を返却する際にかかる手間による不効用。wy＞0, wa＜0
　d（x－y）：返却されずに廃棄された財によって発生する社会的不効用
　p：デポジット財の価格
　r：正のパラメータ
　（py1－a－
y1＋r
1＋r
）：リサイクル産業の利潤（後述）
　f：デポジット制度対応のために発生する単位販売コスト
　なお、制約条件の予算制約式において、左辺の 1は労働 1単位を表わしている。ここで
はニュメレール財は労働 1単位から 1単位つくられ、したがってその財価格および賃金率
は 1である。家計は 1単位の労働を固定的に提供すると仮定する。また、関数形について
w（y, a）＝fw（a/N）yと定義する。次に fw（s）＝1/s－1＋wとする。fwは財 1単位当たりにど
の程度返却の手間が発生しているかを示している。sはデポジット制度参加店舗比率であ
り、その値が大きければ大きいほど財 1単位当たりの返却に対する手間は小さくなると読
み取れる。ここで a/Nを sに代入すると fw（a/N）＝（N/a）－1＋wとなるので、協力店舗
数 aが増加すればするほど返却の手間は減少する。簡単な計算によって wy（y, a）＝N/a－1
＋w、wa（y, a）＝－（N/a2）yであることがわかる。また a＝Nのときは fw（a/N）＝wとな
り、wはすべての店舗でデポジット制度が実施されているときに容器の返却に伴い発生す
る限界不効用であることがわかる。
　（2）　最適環境政策
　以下では、上述の最大化問題に解が存在し、その解は内点解であること、特に a∈（0, 
N）が満たされることを仮定する。このとき、以下のようなラグランジェ関数
L＝z＋u（x）－w（y, a）－d（x－y）＋l｛1－（px＋z－py1－a＋
y1＋r
1＋r
＋falfx）｝
に関して、次の 1階の条件が最適解で満たされるはずである：
Lz＝1－l＝0
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Lx＝u'（x）－d'（x－y）－l（p＋fa）＝0
Ly＝－wy（y, a）－l｛（1－a）py－a－yr｝＝0
La＝－wa（y, a）－lfx＝0
　以上から l＝1である。以下では、＊を変数につけることで最適解であることを表わ
す。
　次に店舗は同質と仮定しているので、すべての店舗で同じ数の財が販売されているとし
て、a＊＝（y＊/x＊）Nである。これを用いて、先ほどの 1階の条件から y＊を消去して、
u'（x＊）－d'（x＊－
x＊a＊
N
）－（p＋fa＊）＝0…①
－
N
a＊
＋1－w－（1－a）p
x＊a＊
N
－a
＋
x＊a＊
N
r
＝0…②
－
x＊
a＊
－fx＊＝0…③
を得る。③より a＊＝1/fなので
u'（x＊）－d'（x＊－
x＊
fN
）－（p＋1）＝0…①'
fN＋1－w－（1－a）p
x＊
fN
－a
＋
x＊
fN
r
＝0…②'
　①'、②'はどちらも x＊に関する式だが、これらを同時に満たす x＊は存在しない。別の言
い方をすれば x＊は過剰決定の状態である。つまり 1階の条件が満たされない。これは、
内点解が存在するという最初の仮定と矛盾する。このことから次の結果が得られる。
　 命題 1：本章の仮定の下で、デポジット・リファンド制度の導入が社会にとって最適な
らば、その状態では、100％の店舗が参加している。
　より具体的にいえば、社会的に最適な状態は a＝0（リファンドは行われず、汚染の元
となる製品の消費量を抑制することで社会的最適を実現するケース）か、あるいは a＝N, 
x＊＝y＊（すべての店舗の製品がデポジット制度の対象となっており、すべての使用済み
製品が回収されることで社会的最適が実現されるケース）のいずれかである。
　そこで次に、このいずれのケースが選択されるかを検討する。
　（ⅰ）デポジット制度が導入されないケース（a＝0）
　効用関数は次で表わされる。
max
z, x
z＋u（x）－d（x） s.t. 1 px＋z
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　ラグランジェ関数を
L0＝z＋u（x）－d（x）＋l｛1－（px＋z）｝
とする。
　（ⅱ）デポジット制度が導入されるケース（a＝N）
　この場合の効用関数は
max
z, x
z＋u（x）
s.t. 1 px＋z－（px1－a－
x1＋r
1＋r
）＋wx
で表わされる。全店舗がデポジット制度に参加しているので faxの項はなくなることに注
意すること。また全費用済み製品が回収されるので d（x－y）＝d（0）＝0であることにも注
意。
　対応するラグランジェ関数は
LN＝z＋u（x）－wx＋l｛1－（px＋z－px1－a＋
x1＋r
1＋r
）｝
と表わされる。1階の条件から 2つのラグランジュ関数のラグランジェ乗数はともに 1に
なることに注意して、両者の差をとると次のようになる。
LN－L0＝f（x）＝dx－（wx－px1－a＋
x1＋r
1＋r
）＝d（x）－g（x）
　ここで g（x）は g'（0）＝－∞、g'（x）＝w－（1－a）px－a＋xr、g"＝（1－a）apx＋rxr－1＞0を満
たす。つまり g（x）は下に凸の曲線を描く。また容器の投棄による外部不経済 d（x）は逓
増していくと考えられる。以上から図 5を得る。
　対応するラグランジェ関数が図のようなケース、つまり常に LN＞L0となるケースは、
ひとつに d'（x）＞g'（x）のとき生じる。つまり、リサイクルの限界コストよりもリサイクル
と回収の手間による限界費用が常に大きい場合である。この場合、次の命題を得る。
　 命題 2：リサイクルの限界コストよりもリサイクルと回収の手間による限界費用が常に
大きい場合、デポジット・リファンド制度の導入は望ましい。
　 証明：x0は L0を最大にする製品の消費水準とする。また xNは LNを最大にする製品の
消費水準とする。このとき L0（x0）＜LN（x0） LN（xN）。ただし最初の不等号は図 5のケー
スであることから成立し、2番目の不等号は xNの定義により成立する。■
　d（x）と g（x）が交わるケースは複雑である。たとえば 1回交わるケースを考える。こ
のとき f（x）＝d（x）－g（x）＝0となる 0以外の xの値を x̃とする。命題 2の証明で用いた記
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号を利用すると、もし x0 x̃ならば、L0（x0） LN（x0） LN（xN）である。また、x̃ xNなら
ば、LN（xN） L0（xN） L0（x0）である。しかし、これ以外のケースでは両者の関係は明確に
は論じられない。
　（3）　分権的経済での最適環境政策の実現
　ここでは分権的経済を想定し、競争均衡において前節の最適環境政策を実現するデポジ
ット・リファンド制度がどのように特徴づけられるかを明らかにする。デポジット額 d0、
リファンド額 d1とするデポジット・リファンド政策のもとで、均衡において社会的最適
な水準（z＊, x＊, y＊, a＊）、x＊＝y＊、a＊＝Nが選ばれているとする。対応して、これらは家
計、販売店舗、リサイクル産業について、それぞれ以下の最大化問題の解となっている
（それぞれの経済主体にとって所与となっている部分には（z＊, x＊, y＊, N）が代入されてい
ることに注意）。
　（ⅰ）家計
max
x, z, y
z＋u（x）－w（y, N）－d（x＊－y＊） s.t. p eR＋1 px＋z＋s（N）x＊＋sRy＊＋d0x－d1y
　ここで
s（a）：販売店舗に与える補助金、
sR：リサイクル企業に与える補助金、
p
e
R：均衡でのリサイクル企業からの利潤配当、
最後に上付き添え字“e”は均衡で成立している値であることを示す。
　（ⅱ）販売店舗：販売店舗はデポジット・リファンド制度に参加することで正の利潤が
図 5　二つのラグランジェ関数の差
O xf（x）
g（x）
d（x）
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得られる場合にのみ参加する。
p＝｛［max
x  
d0x－d1y＊＋s（a）x－fx＋cNfx］, 0｝
　ここで
cN＝1 if a＝N, 0 if a＜N（特性関数）
であり、全店舗が制度に参加するとき制度に参加するコストはゼロにジャンプすることを
表わしている。
　（iii）リサイクル産業：リサイクル産業は次の利潤最大化問題を解く。
p
e
R＝max
y
 py1－a－
y1＋r
1＋r
＋sRy
　リサイクル産業では回収した容器 yから元の容器を y1－aだけ生産し、価格 pで販売す
る。y1＋r/（1＋r）は、リサイクルのためのコストである。補助金 sRは、リサイクル産業が
最適なリサイクル量を実現するために必要となる（価格 pは外生的に与えられていること
に注意）。もしリサイクル産業が最適リサイクル水準で正の利潤を実現できない場合、政
府は一括補助金を与える。また、補助金の財源は家計より一括税として徴収されることに
なる。ただし、それらを考慮することは結果に影響しないので、ここでは表記を省略して
いる。
　以上のセットアップで、均衡で社会的最適性が実現するための条件を見ていく。まず、
販売店舗がデポジット・リファンド制度に参加するための条件として、
S（a）＝d1－d0
である。ここでは、均衡で社会的最適性が実現しており、100％リサイクルが行われてい
るので、xe＝x＊＝y＊＝ye, ae＝Nが成立することを利用している。
　家計の効用最大化問題は、以下のようなラグランジェ関数の最大化問題に等しい。
L＝z＋u（x）－w（y, a＊）＋l｛p eR＋1－（px＋z＋sRy＊＋s（a）x＊＋d0x－d1y）｝
　対応する 1階の条件は
LZ＝1－l＝0
Lx＝u'（x）－p－d0＝0…④
Ly＝－w'（y, a＊）＋d1＝0…⑤
　ここで
1LN
1x
＝u'（x）－w－p－｛（1－a）px－a－xr｝＝0
なので
u'（x）－w－p＝（1－a）px－a－xr
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　また④より
d0＝u'（x＊）－p＝w＋（1－a）p（x＊）－a－x＊r
が得られる。
　次に、リサイクル産業の利潤最大化問題について、その 1階の条件は
（1－a）py－a－yr＋sR＝0
である。左辺はリサイクル産業の限界利潤を表わしている。均衡で社会的最適性が実現さ
れている場合、100％リサイクルが行われているので、yは x＊と置き換えることができる。
したがって、リサイクル産業への補助金は
sR＝－［（1－a）p（x＊）－a－（x＊）r］
で与えられる。つまり、社会的最適水準でリサイクルを行うことに対する限界損失分を政
府は補助する。また、上述の最適なデポジット額は、d0＝w－sRと表現することもできる。
　次に⑤より
d1＝w'（y, a＊）＝
N
a＊
－1＋w＝w
　最後の等号は、a＊＝Nによる。ふたたび販売店への補助金に戻ると
S（a）＝d1－d0＝w－（sR－w）＝sR
を得る。
　以上の結果をまとめると、最適なデポジット額は、返却の限界不効用とリサイクル産業
の（補助金が与えられる前の）限界利潤の和と等しく、最適なリファンドは返却の限界不
効用に等しい。社会的最適リサイクルはリサイクル産業への補助金 sRによって実現され
るが、この補助金はデポジットとリファンドの差額であり、販売店舗に与える補助金と一
致する。
6.　考察と課題
　（1）　考察6）
　本研究で使用したモデルから得られる知見をここで要約する。
　社会的最適化モデルの結果からは、第一に、デポジット制度を導入し、社会最適化を実
現させるケースではすべての店舗が参加していることがわかった。これが示唆するのは、
0─1の選択であり、デポジット制度を導入するか、あるいはピグー税のようなもので外部
不経済の基となる製品の需要量を抑える一方、その廃棄については放置するかといった政
策選択が行われる。
　それでは、この選択はどのように行われるかというと、命題 2より廃棄による限界外部
不経済が、常にデポジットとリサイクル処理による限界不効用よりも大きい場合には、デ
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ポジット制度が選択される。このことは、第一に廃棄物が社会に多大な危険を及ぼすケー
ス、第二にデポジットの手間が小さなケース、第三にリサイクル処理のコストが小さい
（リサイクル産業が営利活動として成立している）ケースに対応するだろう。これらの解
釈は、どのような財についてデポジット制度を採用するかを考えるうえで、有用な示唆を
与えると考えられる。
　次に分権的経済のモデルの結果を、大沼（2006、Aモデル）と比較して解釈してみる。
表 2　分権的経済モデルの結果の比較
モデル 最適なデポジット額 最適なリファンド額 
Aモデル 容器の投棄による限界外部費用 容器の投棄による限界外部費用と
限界リサイクル純便益との和 
本研究のモデル 返却に対する限界不効用と、限界
リサイクル純便益から補助金の限
界純便益を除いたものの和 
返却に対する限界不効用 
出所：大沼（2006）より作成
　まず共通する点として、ともにデポジットとリファンドの額が一致しないことがあげら
れる。一方、異なる点として、それぞれの額の経済的意味が異なっている。デポジットに
関して、Aモデルでは容器投棄の限界外部費用に一致するという直感的にアピールする結
果が得られている。一方、われわれの結果は複雑である。われわれのモデルでは、デポジ
ット制度が採用されるのは、使用済み製品が 100％回収されるケースであり、このとき容
器投棄の限界外部費用は、標準的な仮定の下で 0である（d'（0）＝0）。つまり、Aモデル
の意味でのデポジット額は 0になる。しかし、ここでは 0ではないデポジット額が得られ
ている。その理由は、Aモデルとのもう一つの違いであるリサイクル産業の存在である。
このため、上の表で示されている 2つの要素（返却の際の限界不効用と補助金支給前のリ
サイクル純便益）がたまたまキャンセルアウトするケースを除いて、デポジット額が 0と
なることはない。
　リファンド額については、われわれの結果の方が、直感に沿うもののように思える。
100％の回収が社会的最適であるため、確実に回収させるための金額として、返却に対す
る限界不効用に相当する金額が選ばれている。この表には表れていないが、社会的最適リ
サイクルのためには、リサイクル産業への補助金が必要である。その金額（社会的最適リ
サイクルの限界利潤を 0にするもの）は、Aモデルのリファンド額と一部対応しているよ
うに見える。
　（2）　課題
　今回のモデルにはいくつかの欠点がある。第一に外部から流入してくるデポジット財を
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考慮していないことである。もし外部からの流入が発生する場合は社会的厚生の水準は当
然下がるものと考えられる。第二にデポジット財の販売店舗はすべて均質なものと設定し
ている点である。当然店舗によって財の販売状況は変化し、八丈町での例にもあるよう
に、デポジット財の販売のみ、また回収のみを行う店舗も存在するだろう。第三に預かり
金の扱いである。本モデルでは預かり金の扱いはそれぞれの店舗に任されているが政府や
運営組織が管理する制度も存在する。その場合販売店舗の効用関数には変化が生じるだろ
う。
注
 1）　本節は［10］［11］［13］の文献によった
 2）　理論的証明は［8］［11］、実証的証明は［13］の文献による
 3）　本節は［8］［12］［16］の文献によった
 4）　本節は［1］［2］［3］［4］［5］［6］［7］［14］［15］［17］［18］の文献によった
 5）　本節は ［16］［11］［18］の文献によった
 6）　本節は［8］の文献によった
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